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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第81期

中間連結会計期間
第82期

中間連結会計期間
第81期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 722,599 769,358 1,457,391

税引前中間(当期)利益 (百万円) 38,273 30,832 54,545

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 23,188 17,394 35,066

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 28,220 16,569 56,467

親会社の所有者に帰属する
持分

(百万円) 530,315 516,957 536,940

総資産額 (百万円) 965,171 1,023,011 997,477

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 78.40 62.26 120.38

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 54.9 50.5 53.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 42,463 △9,762 82,344

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,809 △20,257 △34,044

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △30,425 15,023 △56,004

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 74,723 53,852 68,679
 

(注) １　国際会計基準（以下、「IFRS会計基準」）に基づいて、要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成してお

ります。

２　上記指標は、IFRS会計基準により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいております。

３　当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

４　希薄化後１株当たり中間（当期）利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

５　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、基本的１株当たり中間(当期)利益を算出しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判断

したものであります。

 

（１）経営成績

当中間連結会計期間の売上高は、主として食肉事業において国内向けの販売数量が堅調に推移したことや、調

達価格の変動に応じて適正な価格設定を行ったことに加え、加工事業において海外子会社の売上が回復したこと

により、対前年中間比6.5％増の769,358百万円となりました。事業利益は、食肉事業において豪州牛肉の販売環

境が悪化したことや、加工事業における原料価格の高騰等が影響し、対前年中間比20.7％減の28,806百万円とな

りました。税引前中間利益は対前年中間比19.4％減の30,832百万円、親会社の所有者に帰属する中間利益は対前

年中間比25.0％減の17,394百万円となりました。

 

（注）事業利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、当社グループが定める為替差損益を

加味するとともにIFRS会計基準への調整及び非経常項目を除外して算出しております。

 

セグメントの概況

当社グループは、2026年４月に「スポーツ・エンターテイメント事業部」を新設し、従来のボールパーク事業を

その傘下とする組織再編を行いました。これに伴い、当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を「スポー

ツ・エンターテイメント事業部」に変更しております。加えて、全社費用に含まれる事業部門の範囲変更に伴い、

各報告セグメントに配賦する全社費用の金額についても変更しております。そのため、前中間連結会計期間のセグ

メント情報は、変更後の報告セグメント区分に組替えて、比較分析を行っております。

                                                                                  (単位：百万円)

対前年実績

売上高 事業利益

当中間連結
会計期間

前年中間比
増減

増減率(％)
当中間連結
会計期間

前年中間比
増減

増減率(％)

加工事業本部 270,386 12,145 4.7 1,342 △897 △40.1

食肉事業本部 551,886 45,174 8.9 20,270 △7,440 △26.8

スポーツ・エンター
テイメント事業部

25,167 2,409 10.6 9,623 1,228 14.6
 

 
① 加工事業本部

売上高は、国内においてコンシューマ向けの主力ブランド商品の売上が伸長したことに加え、北米子会社にお

いて主力商品の販売が回復基調であったことにより、対前年中間比4.7％増の270,386百万円となりました。事業

利益は、原料価格の高騰や、物流費等の経費が増加したことにより、対前年中間比40.1％減の1,342百万円とな

りました。

 

② 食肉事業本部

売上高は、国産豚肉及び輸入豚肉の販売数量が好調だったことに加えて、各畜種の調達価格の変動に応じて適

正な価格設定を行ったことにより、対前年中間比8.9％増の551,886百万円となりました。事業利益は、豪州にお

ける生体価格の高騰や、飼料価格、人件費及び物流費等のコスト上昇の影響等から、対前年中間比26.8％減の

20,270百万円となりました。
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③ スポーツ・エンターテイメント事業部

チーム成績の好調により観客動員数が堅調に推移したことに加え、「北海道ボールパークＦビレッジ」の来場

者に向けた新たな飲食店や体験型商品の提供による収益性の向上により、売上高は対前年中間比10.6％増の

25,167百万円、事業利益は対前年中間比14.6％増の9,623百万円となりました。

 
（２）財政状態

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比2.6％増の1,023,011百万円となりました。流動資産

は、現金及び現金同等物が前連結会計年度末比21.6％減の53,852百万円となりましたが、主に食肉在庫の単価上

昇及び数量増加等により棚卸資産が前連結会計年度末比19.8％増の183,942百万円、その他の金融資産が前連結

会計年度末比73.2％増の12,709百万円となったこと等により、前連結会計年度末比6.6％増の467,277百万円とな

りました。非流動資産は、DXの推進に伴い開発中のソフトウェアが増加したこと等により無形資産及びのれんが

前連結会計年度末比6.1％増の41,453百万円となりましたが、使用権資産が前連結会計年度末比5.6％減の42,434

百万円となったことで、前連結会計年度末比0.6％減の555,734百万円となりました。

負債につきましては、スポーツ・エンターテイメント事業におけるシーズン経過に伴う前受収益の取り崩し等

によりその他の流動負債が前連結会計年度末比22.8％減の44,957百万円となりましたが、当面の資金需要に備え

調達を実施したこと等により有利子負債が前連結会計年度末比26.8％増の289,804百万円となったこと等から、

前連結会計年度末比9.6％増の488,626百万円となりました。

親会社の所有者に帰属する持分につきましては、中間利益17,394百万円により増加しましたが、現金配当

15,061百万円や自己株式の取得21,544百万円による減少等により、前連結会計年度末比3.7％減の516,957百万円

となりました。

以上の結果、親会社所有者帰属持分比率は3.3ポイント減の50.5％となりました。

 
（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間利益30,832百万円等がありましたが、棚卸資産の増加

30,763百万円、その他の負債の減少13,039百万円、法人所得税の支払額17,107百万円等により、9,762百万円の

純キャッシュ減（前年中間期は42,463百万円の純キャッシュ増）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産等の取得19,889百万円等により、20,257百万円の純キャッ

シュ減（前年中間期は9,809百万円の純キャッシュ減）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得のための支出30,002百万円等がありましたが、短期借

入金の増加67,411百万円等により、15,023百万円の純キャッシュ増（前年中間期は30,425百万円の純キャッシュ

減）となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ14,827百万円減

少し、53,852百万円となりました。

 
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（５）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は、1,700百万円です。

当社は、５つのマテリアリティの一つである「食を通した豊かな生活への貢献」に繋がる取組みの一環とし

て、当社研究所のコア技術である免疫応用技術を活用し、カシューナッツを検出するキットを開発・上市してお

ります。本キットは、2026年４月１日施行の食品表示基準の一部改正により加工食品への表示が義務化されたカ

シューナッツを高感度に検出するものであり、日本国内の公定法に準拠した性能を有しております。また、同マ

テリアリティに繋がる研究として、高齢者の認知機能維持及びフレイル予防を目的とした産学連携研究を国立大

学法人東京大学、グーグル合同会社、三井不動産株式会社と共同で実施し、その結果を科学雑誌

「eClinicalMedicine」において発表しております。

R&D戦略「Proteinnovation（プロテイノベーション）」の推進を目的に、三井不動産株式会社が運営する「三

井リンクラボ新木場２」（東京都江東区）内に、研究の新拠点「未来共創ラボ」を開設し、2026年９月１日から

稼働を開始しております。当拠点は東京エリアという立地を活かして、研究開発の中核拠点である中央研究所

（茨城県つくば市）の研究基盤と、アカデミアやスタートアップをはじめとする外部パートナーとの連携・共創

を通じた価値創出を加速させる役割を担っております。R&D領域での共創を加速させ、当社の資源・技術の応用

領域を食領域からさらに拡大し、たんぱく質が持つ可能性をさらに追求してまいります。

 
（６）従業員数

当中間連結会計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 
（７）生産、受注及び販売の実績

当中間連結会計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

（８）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当中間連結会計期間において著しい

変動があったものは、以下のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度
計画金額(百万円)

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

スポーツ・エンターテ
イメント事業部

3,100 ボールパーク関連設備の増設及び充実 自己資金及び借入金
 

（注）　直近の業績の状況に基づき、設備投資計画の金額を変更しています。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 285,000,000

計 285,000,000
 

(注) 2026年５月８日開催の取締役会決議により、2026年10月１日付で株式分割（１株を３株に分割）に伴う定款変

更が行われ、発行可能株式総数は570,000,000株増加し、855,000,000株となっております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 94,245,000 282,735,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株
であります。

計 94,245,000 282,735,000 － －
 

(注) 2026年５月８日開催の取締役会決議により、2026年10月１日付で当社株式１株を３株に分割いたしました。こ

れにより、発行済株式総数は188,490,000株増加し、282,735,000株となっております。

 
(２) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～

2026年９月30日

(注)１

△4,850,004 94,245,000 － 36,294 － 55,212

 

(注)　１　2026年４月30日付をもって自己株式の消却を行っており、発行済株式総数が4,850,004株減少しておりま

す。

２　2026年10月１日付をもって１株を３株に株式分割し、これに伴い発行済株式総数が188,490,000株増加して

おります。
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(５) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口)

東京都港区赤坂１丁目８－１赤坂イン
ターシティAIR

17,954 19.79

株式会社日本カストディ銀行
(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－12 6,041 6.66

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001(常任代理人　
株式会社みずほ銀行)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,
BOSTON, MASSACHUSETTS U.S.A.(東京都
港区港南２丁目15－１　品川インターシ
ティA棟)

5,811 6.40

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５-１ 3,708 4.09

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 3,677 4.05

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,785 3.07

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18-６ 1,613 1.78

STATE STREET BANK AND TRUST
CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02
505002(常任代理人　株式会社
みずほ銀行)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,
BOSTON, MASSACHUSETTS U.S.A.(東京都
港区港南２丁目15－１　品川インターシ
ティA棟)

1,576 1.74

GOVERNMENT OF NORWAY(常任代
理人　シティバンク、エヌ・エ
イ)

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107
NO(東京都新宿区新宿６丁目27-30)

1,502 1.66

JP MORGAN CHASE BANK 385781
(常任代理人　株式会社みずほ
銀行)

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM(東京
都港区港南２丁目15－１　品川インター
シティA棟)

1,378 1.52

計 － 46,050 50.75
 

(注) １　上記「大株主の状況」のほか当社所有の自己株式3,505千株があります。

 
２　上記「大株主の状況」の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。

　　　　　 　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　        　　　 17,954千株

　　　　　 　株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,041千株
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３　2026年５月７日付公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会社

が2026年４月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

 
大量保有者名    保有株式数（千株）     株式保有割合（％）

ブラックロック・ジャパン株式会社 1,676 1.78

ブラックロック・フィナンシャル・マネジ
メント・インク

188 0.20

ブラックロック・インベストメント・マネ
ジメント （オーストラリア）リミテッド

171 0.18

ブラックロック・ファンド・マネジャー
ズ・リミテッド

126 0.13

ブラックロック・アセット・マネジメン
ト・アイルランド・リミテッド

417 0.44

ブラックロック・ファンド・アドバイザー
ズ

1,210 1.28

ブラックロック・インスティテューショナ
ル・トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．

955 1.01

合計 4,746 5.04
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(６) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,505,000
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 90,573,900
 

905,739 －

単元未満株式 普通株式 166,100
 

－ １単元（100株)未満の株式

発行済株式総数 94,245,000 － －

総株主の議決権 － 905,739 －
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式100株（議決権の

数１個）、役員報酬BIP信託が保有する当社株式84,800株（議決権の数848個）が含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式31株及び役員報酬BIP信託が保有する当社株式36株が含ま

れております。

３　2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記株式数について

は、当該株式分割前の株式数を記載しております。

 
② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本ハム株式会社

大阪市北区梅田二丁目４番
９号

3,505,000 － 3,505,000 3.73

計 － 3,505,000 － 3,505,000 3.73
 

(注) １　役員報酬BIP信託が保有する当社株式は、上記自己保有株式には含まれておりません。

２　2026年４月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式消却に係る事項を決議

いたしました。この取締役会決議により、2026年４月30日に自己株式4,850,004株を消却しました。

３　2026年５月８日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定めに基づき、

自己株式取得に係る事項を決議いたしました。この取締役会決議により、当中間会計期間において

3,491,800株を取得しました。

４　2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記株式数について

は、当該株式分割前の株式数を記載しております。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、以下のとおりであります。

 
取締役の職務変更

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員

経営戦略部、経理財務部、VBM推進

室、中計プロジェクト担当

取締役執行役員

経営戦略部、経理財務部、中計プロ

ジェクト担当

朝　山　晃　行 2026年８月１日

 

 
なお、当社は執行役員制度を導入しており、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における

執行役員の異動は、以下のとおりであります。

 
執行役員の辞任

役職名 氏名 辞任年月日

執行役員

VBM推進室担当
大　西　　淳 2026年７月31日
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下、「連結財務諸表規則」)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、「IAS第34

号」)に準拠して作成しております。

当社の要約中間連結財務諸表は、第１種中間連結財務諸表であります。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度末
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

(資産の部)    

流動資産    

現金及び現金同等物  68,679 53,852

営業債権及びその他の債権  157,430 161,914

棚卸資産  153,504 183,942

生物資産  38,291 39,992

その他の金融資産 12 7,337 12,709

その他の流動資産  13,061 14,741

売却目的保有資産  － 127

流動資産合計  438,302 467,277

    

非流動資産    

有形固定資産  376,092 374,895

使用権資産  44,946 42,434

生物資産  1,412 1,411

無形資産及びのれん  39,074 41,453

持分法で会計処理されている投資  12,448 11,019

その他の金融資産 12 31,868 32,835

繰延税金資産  28,429 26,649

その他の非流動資産  24,906 25,038

非流動資産合計  559,175 555,734

資産合計  997,477 1,023,011
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(単位：百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度末
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

(負債及び資本の部)    

流動負債    

有利子負債 12 47,949 111,378

営業債務及びその他の債務  114,173 119,017

未払法人所得税  15,514 7,663

その他の金融負債 12 11,185 8,377

その他の流動負債  58,245 44,957

流動負債合計  247,066 291,392

    

非流動負債    

有利子負債 12 180,599 178,426

退職給付に係る負債  11,568 11,923

その他の金融負債 12 1,227 1,217

繰延税金負債  344 431

その他の非流動負債  4,981 5,237

非流動負債合計  198,719 197,234

負債合計  445,785 488,626

    

資本    

資本金 ６ 36,294 36,294

資本剰余金 ６ 70,326 70,313

利益剰余金  414,070 386,743

自己株式 ６ △30,542 △22,033

その他の包括利益累計額  46,792 45,640

親会社の所有者に帰属する持分  536,940 516,957

非支配持分  14,752 17,428

資本合計  551,692 534,385

負債及び資本合計  997,477 1,023,011
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（２）【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

売上高 ５,８ 722,599 769,358

売上原価  592,562 647,490

販売費及び一般管理費  94,723 97,949

その他の収益 ９ 5,677 10,683

その他の費用  2,036 1,930

金融収益  1,905 1,448

金融費用 10,13 2,029 2,109

持分法による投資損益  △558 △1,179

税引前中間利益  38,273 30,832

法人所得税費用  12,622 10,564

中間利益  25,651 20,268

    

中間利益の帰属    

親会社の所有者  23,188 17,394

非支配持分  2,463 2,874

中間利益  25,651 20,268
 

 
１株当たり中間利益      

基本的１株当たり中間利益 11 78.40円 62.26円
 

(注) １　希薄化後１株当たり中間利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「基本的１株当たり中間利益」を算出しております。

 

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

半期報告書

14/33



（３）【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

中間利益  25,651 20,268

    

その他の包括利益（△損失）    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付制度の再測定  △31 －

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産

12 3,553 811

持分法適用会社におけるその他の包括利
益に対する持分

 － 0

合計  3,522 811

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  1,641 △1,448

持分法適用会社におけるその他の包括利
益に対する持分

 △47 △251

合計  1,594 △1,699

その他の包括利益（△損失）合計  5,116 △888

中間包括利益  30,767 19,380

    

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  28,220 16,569

非支配持分  2,547 2,811

中間包括利益  30,767 19,380
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（４）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(2025年４月１日～2025年９月30日)

(単位：百万円)

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式

その他の包括利益累計額

合計確定給付
制度の
再測定

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

小計

2025年４月１日残高  36,294 71,026 387,789 △776 － 8,709 21,251 29,960 524,293 12,779 537,072

中間利益    23,188     － 23,188 2,463 25,651

その他の包括利益      △31 3,545 1,518 5,032 5,032 84 5,116

中間包括利益  － － 23,188 － △31 3,545 1,518 5,032 28,220 2,547 30,767

配当 ７   △13,356     － △13,356 △103 △13,459

自己株式の取得 ６    △9,110    － △9,110  △9,110

自己株式の処分 ６  22  239    － 261  261

株式報酬取引   7      － 7  7

その他の包括利益累計額

から利益剰余金への振替
   1,907  31 △1,938  △1,907 －  －

所有者との取引
額等合計

 － 29 △11,449 △8,871 31 △1,938 － △1,907 △22,198 △103 △22,301

2025年９月30日残高  36,294 71,055 399,528 △9,647 － 10,316 22,769 33,085 530,315 15,223 545,538
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当中間連結会計期間(2026年４月１日～2026年９月30日)

(単位：百万円)

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式

その他の包括利益累計額

合計確定給付
制度の
再測定

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

小計

2026年４月１日残高  36,294 70,326 414,070 △30,542 － 12,036 34,756 46,792 536,940 14,752 551,692

中間利益    17,394     － 17,394 2,874 20,268

その他の包括利益       813 △1,638 △825 △825 △63 △888

中間包括利益  － － 17,394 － － 813 △1,638 △825 16,569 2,811 19,380

配当 ７   △15,061     － △15,061 △135 △15,196

自己株式の取得 ６    △21,544    － △21,544  △21,544

自己株式の処分 ６  △4  66    － 62  62

自己株式の消却 ６   △29,987 29,987    － －  －

株式報酬取引   △9      － △9  △9

その他の包括利益累計額

から利益剰余金への振替
   327   △327  △327 －  －

所有者との取引
額等合計

 － △13 △44,721 8,509 － △327 － △327 △36,552 △135 △36,687

2026年９月30日残高  36,294 70,313 386,743 △22,033 － 12,522 33,118 45,640 516,957 17,428 534,385
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（５）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  38,273 30,832

減価償却費及び償却費  22,424 22,156

減損損失及びその戻入益  624 50

生物資産の公正価値変動額  △919 1,960

金融収益及び金融費用  124 662

営業債権及びその他の債権の増減  △4,887 △4,767

棚卸資産の増減  △2,592 △30,763

生物資産の増減  639 △3,862

その他の資産の増減  188 △2,379

営業債務及びその他の債務の増減  4,716 5,142

その他の負債の増減  △6,616 △13,039

その他－純額  △4,958 1,840

利息の受取額  858 561

配当金の受取額  312 280

利息の支払額  △1,008 △1,328

法人所得税の支払額  △4,715 △17,107

営業活動によるキャッシュ・フロー  42,463 △9,762

投資活動によるキャッシュ・フロー    

固定資産等の取得  △15,491 △19,889

固定資産等の売却  2,457 186

定期預金の増減  △224 △123

その他の金融資産の取得  △19 △393

その他の金融資産の売却及び償還  3,553 638

持分法で会計処理されている投資の取得による
支出

 △40 －

その他－純額  △45 △676

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,809 △20,257

財務活動によるキャッシュ・フロー    

現金配当  △13,459 △15,196

短期借入金の増減  △7,732 67,411

借入債務による調達  55,902 201

借入債務の返済  △45,352 △7,391

自己株式の取得のための支出  △20,003 △30,002

自己株式の処分による収入  219 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △30,425 15,023

為替変動による現金及び現金同等物への影響額  175 △580

超インフレの調整 13 762 749

現金及び現金同等物の増減額  3,166 △14,827

期首現金及び現金同等物残高  71,557 68,679

中間期末現金及び現金同等物残高  74,723 53,852
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

日本ハム株式会社(以下、「当社」)は日本に所在する株式会社であり、登記されている住所は大阪府大阪市北区で

あります。当社及び子会社(以下、「当社グループ」)並びに当社グループの関連会社及び共同支配企業が営んでいる

主な事業はハム・ソーセージ、加工食品の製造・販売、食肉の生産・販売及び乳製品等の製造・販売であります。

　

２．作成の基礎

(１) IFRS会計基準に準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定

会社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

　

(２) 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品及びトルコ共和国の子会社における超イ

ンフレ会計の適用を除き、取得原価を基礎として作成しております。

　

(３) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を四

捨五入して表示しております。

　

３．重要性がある会計方針

当社グループが本要約中間連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て適用した会計方針と同様であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を用いて算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

当社グループの要約中間連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに中間連結会計期間末日現在の

偶発事象の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおります。これらの見積り及び仮定は過去の実績及び中

間連結会計期間末日現在において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいて

おります。その性質上、実際の結果は、これらの見積り及び仮定とは異なる可能性があります。

見積り及びその仮定は経営者により継続して見直しております。これらの見積り及び仮定の見直しによる影響は、

その見積り及び仮定を見直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

(１) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高

意思決定機関が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。当社グループは、主として商品及び提供するサービスの性質に応じて報告セグメントを区分し、経営管理

を行っております。

2026年４月に「スポーツ・エンターテイメント事業部」を新設し、従来のボールパーク事業をその傘下とする組

織再編を行いました。これに伴い、当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を「スポーツ・エンターテイ

メント事業部」に変更しております。加えて、全社費用に含まれる事業部門の範囲変更に伴い、各報告セグメント

に配賦する全社費用の金額についても変更しております。

また、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメント区分に組替えて表示しております。

 
加工事業本部　－　主に国内・海外におけるハム・ソーセージ、加工食品、乳製品の製造・販売

食肉事業本部　－　主に国内・海外における食肉の生産・販売

スポーツ・エンターテイメント事業部　－　主にプロ野球関連興行、球場運営、ボールパーク全体のマネジメ

ント業務

 
(２) 報告セグメントに関する情報

各中間連結会計期間における報告セグメント情報は以下のとおりであります。

前中間連結会計期間(2025年４月１日～2025年９月30日)

 (単位：百万円)

 
加工事業
本部

食肉事業
本部

スポーツ・エン
ターテイメント
事業部

計 消去調整他 連結

売上高       

外部顧客に対する売上高 219,068 481,165 21,337 721,570 1,029 722,599

セグメント間の内部売上高 39,173 25,547 1,421 66,141 △66,141 －

計 258,241 506,712 22,758 787,711 △65,112 722,599

セグメント利益 2,239 27,710 8,395 38,344 △2,003 36,341
 

 
当中間連結会計期間(2026年４月１日～2026年９月30日)

 (単位：百万円)

 
加工事業
本部

食肉事業
本部

スポーツ・エン
ターテイメント
事業部

計 消去調整他 連結

売上高       

外部顧客に対する売上高 225,654 520,109 23,722 769,485 △127 769,358

セグメント間の内部売上高 44,732 31,777 1,445 77,954 △77,954 －

計 270,386 551,886 25,167 847,439 △78,081 769,358

セグメント利益 1,342 20,270 9,623 31,235 △2,429 28,806
 

(注) １　「消去調整他」には、配賦不能項目、セグメント間の内部取引消去他が含まれております。

２　全社費用及び特定の子会社の純損益は、一部の配賦不能項目を除き、各報告セグメントに配賦しておりま

す。これらの子会社は、各報告セグメントに含まれる当社グループのために間接的なサービス及び業務支援

を行っております。

３　「セグメント利益」は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、当社グループが定める為替

差損益を加味するとともにIFRS会計基準への調整及び非経常項目を除外して算出しております。
　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

半期報告書

20/33



 

各中間連結会計期間における、セグメント利益の合計額と税引前中間利益との調整表は以下のとおりでありま

す。

 
 

　(単位：百万円)

項目
前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

セグメント利益の合計額 36,341 28,806

IFRS会計基準調整(注)１ 51 △590

為替差損益(注)２ △1,078 △4,297

その他の収益 5,677 10,683

その他の費用 2,036 1,930

金融収益 1,905 1,448

金融費用 2,029 2,109

持分法による投資損益 △558 △1,179

税引前中間利益 38,273 30,832
 

(注) １　IFRS会計基準調整の主なものは、IAS第41号「農業」による生物資産の公正価値変動額及びIFRIC第21号「賦

課金」であります。

２　為替差損益は、営業取引に係る為替決済の際に発生した為替差損益を「セグメント利益」の調整対象として

おります。
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６．資本及びその他の資本項目

(１) 授権株式数及び発行済株式数

授権株式数及び発行済株式数の増減は、以下のとおりであります。

(単位：株)

 
前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

授権株式数   

普通株式 285,000,000 285,000,000

発行済株式数   

期首残高 99,095,004 99,095,004

期中増加 － －

期中減少(注)２ － △4,850,004

中間期末残高 99,095,004 94,245,000
 

(注) １　当社の発行する株式は、無額面普通株式であり、発行済株式は全額払込済みとなっております。

２　当中間連結会計期間の発行済株式数の減少は、自己株式の消却によるものです。

３　2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これにより、授権株式数

は570,000,000株増加し、855,000,000株となり、発行済株式数は188,490,000株増加し、282,735,000株と

なっております。

 
(２) 自己株式

自己株式の増減は、以下のとおりであります。

(単位：株)

 
前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

期首残高 163,504 4,961,563

期中増加(注)１ 1,673,883 3,492,089

期中減少(注)２、３ △52,938 △4,863,785

中間期末残高(注)４、５ 1,784,449 3,589,867
 

(注) １　単元未満株式の買取による増加及び市場買付による増加であります。

２　前中間連結会計期間における減少は役員報酬BIP信託の取締役等に対する交付及び給付による減少及び従持

信託の従業員持株会に対する売却による減少であります。

３　当中間連結会計期間における減少は役員報酬BIP信託の取締役等に対する交付及び給付による減少及び自己

株式の消却による減少であります。

４　前中間期末における残高には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式98,617株が含まれております。

５　当中間期末における残高には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式84,836株が含まれております。

６　2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これにより、自己株式数

が7,179,734株増加し、10,769,601株となっております。
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７．配当金

配当金の支払額は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間(2025年４月１日～2025年９月30日)

 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2025年５月９日
取締役会

普通株式 13,376百万円 135.00円 2025年３月31日 2025年６月４日
 

(注)　配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当金15百万円及び従持信託が保有する当社

株式に対する配当金６百万円が含まれております。

 
当中間連結会計期間(2026年４月１日～2026年９月30日)

 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2026年５月８日
取締役会

普通株式 15,077百万円 160.00円 2026年３月31日 2026年６月３日
 

(注)　配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当金16百万円が含まれております。
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８．収益

当社グループは、「加工事業本部」、「食肉事業本部」、「スポーツ・エンターテイメント事業部」の報告セグメ

ントについて、財・サービスの種類に応じて、「ハム・ソーセージ」、「加工食品」、「食肉」、「乳製品」、「そ

の他」の区分に分解しております。

当中間連結会計期間より報告セグメント区分を変更しており、前中間連結会計期間については、変更後の報告セグ

メント区分に基づき作成しております。

報告セグメント区分の変更については「５．セグメント情報（１）報告セグメントの概要」に記載しております。

 
各中間連結会計期間における製品別売上情報は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間(2025年４月１日～2025年９月30日)

 (単位：百万円)

 加工事業
本部

食肉事業
本部

スポーツ・エンター
テイメント事業部 計 消去調整他 連結

ハム・
ソーセージ 57,022 988 － 58,010 7 58,017

加工食品 114,113 14,226 － 128,339 △78 128,261

食肉 17,330 453,642 － 470,972 398 471,370

乳製品 20,159 191 － 20,350 － 20,350

その他 10,444 12,118 21,337 43,899 702 44,601

合計 219,068 481,165 21,337 721,570 1,029 722,599
 

 
当中間連結会計期間(2026年４月１日～2026年９月30日)

 (単位：百万円)

 加工事業
本部

食肉事業
本部

スポーツ・エンター
テイメント事業部 計 消去調整他 連結

ハム・
ソーセージ 59,490 1,281 － 60,771 2 60,773

加工食品 116,439 16,199 － 132,638 101 132,739

食肉 17,131 489,430 － 506,561 △645 505,916

乳製品 21,691 121 － 21,812 4 21,816

その他 10,903 13,078 23,722 47,703 411 48,114

合計 225,654 520,109 23,722 769,485 △127 769,358
 

 
９．その他の収益

　当社の連結子会社である日本ホワイトファーム株式会社の知床食品工場において、2025年11月９日に火災事故が発

生しました。当該火災事故に係る保険金について、当中間連結会計期間に受取額が確定したため、保険金収入7,236百

万円を、要約中間連結損益計算書上「その他の収益」に含めております。

 
10．金融費用

　当社グループは2023年３月期より、IAS第29号「超インフレ経済下における財務報告」に従い、超インフレ会計によ

る調整を実施した上で、トルコ共和国の子会社の財務諸表を連結しております。

　トルコ共和国の子会社の財務諸表を報告期間の末日時点の測定単位に修正することで、財務諸表にトルコ共和国の

インフレの影響を加えて連結財務諸表へ取り込んでおります。

　正味貨幣持高に係るインフレ影響のうち、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間に係る影響額はそれぞれ384

百万円及び355百万円であり、 要約中間連結損益計算書上「金融費用」に含めております。
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11．１株当たり利益

基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

基本的１株当たり中間利益（円） 78.40 62.26

（算定上の基礎）   

親会社の所有者に帰属する中間利益（百万円） 23,188 17,394

親会社の普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する中
間利益（百万円）

23,188 17,394

普通株式の加重平均株式数（千株） 295,768 279,405
 

(注) １　基本的１株当たり中間利益の算定において、役員報酬BIP信託及び従持信託が保有する当社株式を自己株式と

して処理していることから、加重平均株式数の算定において当該株式数を控除しております。なお、2025年

10月15日をもって従持信託の制度は終了しているため、当中間連結会計期間の従持信託が保有する当社株式

はございません。

２　希薄化後１株当たり中間利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、基本的１株当たり中間利益を算出しております。
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12．金融商品

(１) 公正価値の測定方法

当社グループは、金融資産及び金融負債の公正価値について以下のとおり測定しております。　

　

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期借入金）

これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（投資有価証券）

市場性のある投資有価証券の公正価値は市場価格を用いて測定しております。非上場株式及び投資事業組合へ

の出資金については適切な評価技法（マーケット・アプローチ、インカム・アプローチ等）を利用して公正価

値を測定しております。

（その他の金融資産）

・外国為替先物予約の公正価値は、先物為替レート等の観察可能な市場データを使用した契約期間に基づく割

引キャッシュ・フローモデルを用いて算定した価値により測定しております。

・その他の金融資産のうち、市場性のある有価証券の公正価値は市場価格等に基づいて見積りを行い、短期間

で決済されるため公正価値が帳簿価額にほぼ等しい金融資産は、当該帳簿価額によっております。

（社債及び長期借入金）

社債及び長期借入金の公正価値は、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により測定しております。

（その他の金融負債）

外国為替先物予約及び金利スワップ契約の公正価値は、先物為替レートや市場金利等の観察可能な市場データ

を使用した契約期間に基づく割引キャッシュ・フローモデルを用いて算定した価値により測定しております。

　

(２) 償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

なお、公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が極めて近似している金融商品については、次表に

含めておりません。

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度末
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融負債     

償却原価で測定する金融負債     

借入金 75,500 72,586 75,500 71,375

社債 74,781 67,938 74,807 66,275
 

なお、償却原価で測定する金融負債はレベル２に分類しております。
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(３) 公正価値で測定する金融商品

以下の表では、公正価値で測定する金融商品に関する分析を示しております。それぞれのレベルは以下のとおり

定義されております。

レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値

レベル２：直接又は間接的に観察可能なインプットのうち、レベル１に含まれる相場価格以外のインプットに

より算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む評価技法から算出された公正価値

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識しておりま

す。なお、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル１、レベル２及

びレベル３の間の振替はありません。

　
 (単位：百万円)

前連結会計年度末
(2026年３月31日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

純損益を通じて公正価値
で測定する金融資産

    

　デリバティブ資産 － 3,710 － 3,710

　負債性金融資産 － 207 1,352 1,559

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産

    

　資本性金融資産 23,885 184 1,706 25,775

 金融資産合計 23,885 4,101 3,058 31,044

金融負債     

純損益を通じて公正価値
で測定する金融負債

    

　デリバティブ負債 － 588 － 588

 金融負債合計 － 588 － 588
 

　
 (単位：百万円)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

純損益を通じて公正価値
で測定する金融資産

    

　デリバティブ資産 － 548 － 548

　負債性金融資産 － 210 1,561 1,771

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産

    

　資本性金融資産 24,515 191 1,780 26,486

 金融資産合計 24,515 949 3,341 28,805

金融負債     

純損益を通じて公正価値
で測定する金融負債

    

　デリバティブ負債 － 1,482 － 1,482

 金融負債合計 － 1,482 － 1,482
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レベル３に分類した金融商品の調整表

レベル３に分類される公正価値測定について、期首残高から中間期末残高への調整表は以下のとおりでありま

す。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(2025年４月１日
～2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年４月１日
～2026年９月30日)

期首残高 2,882 3,058

利得又は損失   

　純損益 △7 △19

　その他の包括利益 △23 △77

取得 0 379

処分 △4 －

その他 0 0

中間期末残高 2,848 3,341
 

　

レベル３に分類される金融資産は、主として非上場株式及び投資事業組合への出資金であり、類似会社の市場価

格に基づく評価技法等を用いて算定しております。非上場株式及び投資事業組合への出資金の公正価値測定にあ

たっては、評価倍率等の観察可能でないインプットを利用しております。公正価値は営業利益倍率等の上昇（低

下）により増加（減少）します。
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13．超インフレの調整

2023年３月期において、トルコ共和国の全国卸売物価指数が、同国の３年間累積インフレ率が100％を超えたことを

示したため、当社グループはトルコ・リラを機能通貨とするトルコ共和国の子会社について、超インフレ経済下で営

業活動を行っていると判断しました。

このため当社グループは、トルコ共和国における子会社の財務諸表について、IAS第29号「超インフレ経済下におけ

る財務報告」に定められる要件に従い、会計上の調整を加えています。

IAS第29号は、トルコ共和国の子会社の財務諸表について、報告期間の末日現在の測定単位に修正した上で、当社グ

ループの連結財務諸表に含めることを要求しています。

当社グループは、トルコ共和国における子会社の財務諸表の修正のため、The Turkish Statistical Institute

（TUIK）が公表するトルコ共和国の消費者物価指数（CPI）から算出する変換係数を用いています。

2005年３月以降のCPIとそれに対応する変換係数は以下のとおりです。

貸借対照表日 全国消費者物価指数（CPI） 変換係数

 （2025年＝100）  

2005年３月31日 3.61 38.05

2006年３月31日 3.90 35.18

2007年３月31日 4.32 31.73

2008年３月31日 4.72 29.07

2009年３月31日 5.09 26.95

2010年３月31日 5.58 24.59

2011年３月31日 5.80 23.65

2012年３月31日 6.41 21.42

2013年３月31日 6.87 19.96

2014年３月31日 7.45 18.42

2015年３月31日 8.02 17.12

2016年３月31日 8.62 15.93

2017年３月31日 9.59 14.31

2018年３月31日 10.57 12.98

2019年３月31日 12.65 10.84

2020年３月31日 14.15 9.69

2021年３月31日 16.45 8.34

2022年３月31日 26.50 5.18

2023年３月31日 39.89 3.44

2024年３月31日 67.21 2.04

2025年３月31日 92.82 1.48

2026年３月31日 121.47 1.13

2026年９月30日 137.23 1.00
 

 
トルコ共和国における子会社は、取得原価で表示されている有形固定資産等の非貨幣性項目について、取得日を基

準に変換係数を用いて修正しております。

現在原価で表示されている貨幣性項目及び非貨幣性項目については、報告期間の末日現在の測定単位で表示されて

いると考えられるため、修正しておりません。

正味貨幣持高に係るインフレの影響は、要約中間連結損益計算書上「金融費用」に含めて表示しております。

また、トルコ共和国における子会社の当中間連結会計期間の損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書は、上記の

表に記載の変換係数を適用して修正しております。

トルコ共和国における子会社の財務諸表は、期末日の為替レートで換算し、当社グループの連結財務諸表に反映し

ております。

比較連結財務諸表は、IAS第21号「外国為替レート変動の影響」42項（ｂ）に従い修正再表示しておりません。
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14．後発事象

該当事項はありません。

 
15．要約中間連結財務諸表の承認

要約中間連結財務諸表は、2026年11月６日に、当社の代表取締役社長前田文男及び最高財務責任者朝山晃行によっ

て承認されております。

 
２ 【その他】

2026年５月８日開催の取締役会において、2026年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、以下の

とおり期末配当を行うことを決議しました。

① 配当金の総額                               15,077百万円

② １株当たりの金額                               160.00円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日     2026年６月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2026年11月６日
 

 

日本ハム株式会社

取締役会　御中

 
 

有限責任監査法人　トーマツ

大　阪　事　務　所
 

 
 

指定有限責任社員  
公認会計士 池　　　田　　　賢　　　重  

業務執行社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士 川　　　合　　　直　　　樹  

業務執行社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士 辻　　　　　　　知　　　美  

業務執行社員  
 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ハム株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連

結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、日本ハム株式会社及

び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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